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2023 年 1 月 

フェアコンサルティンググループは、世界 18 カ国・32 のグローバル拠点を、提携ではなくフェアコンサルティングの直営拠

点として展開しています。そのうち、東南アジア・インド・オセアニア各国の情報を本ニュースレターにてお届けします。現地

の情報収集目的などにご活用ください。 

今月の掲載国は、以下のとおりです。（五十音順。国名をクリックすれば該当ページへ飛びます。） 

インド、インドネシア、オーストラリア、シンガポール、タイ、ニュージーランド、フィリピン、ベトナム、マレーシア 

 

 インド   

1. インドの電力事情と大気汚染 

 2022 年の春、インドでは電力不足に悩まされました。コロナ禍から脱し、2021 年の同時期と比較して９％前後

の電力需要の増加に加えて、高温が続いた結果電力が逼迫しました。 

2022 年５月には、ラジャスタン州で計画停電が実行され工場の稼働にも影響を与えました。グジャラート州、アンド

ラ・プラデシュ州では昼間のエアコン消費が増える時間帯に産業活動を控えるよう通達が出されました。 

  

 インドの気象当局によると、2022 年 11 月に大気汚染物質の PM2.5 は基準の３０倍となりました。首都のニュー

デリーはスモッグで覆われ学校は休校となり、在宅勤務が奨励され市民生活に影響を及ぼしました。企業活動において

も、頻繁に停電が発生するインドにおいて必須となる発電機の使用規制も適用され日系企業も工場の稼働に影響が

出ました。 

 

 2000 年以降、エネルギー消費量は 2 倍以上に増加し、まもなく世界最大となる人口増加と急速な経済成長により

その勢いを加速させています。継続的な工業化と都市化によりエネルギー政策、環境への配慮が追い付いていない状

態です。 

インドでは石炭を使用した火力によって約半分の電力を供給しています。インドの石炭は約 35％以上という高い灰

分を含んでいるため非常に汚染度が高く、大気汚染の理由の一つとなっています。また約 20％の送配電ロスも問題と

なっており、電力の逼迫に影響を及ぼしています（日本の送配電ロスは５％程度）。 

 

 この状況を変えるために持続可能な開発目標を念頭に置き、インドの発電構成は再生可能エネルギーの比率を高め

る方向に急速にシフトしています。現在インドは世界第 3 位の再生可能エネルギー生産国であり、設備容量の 40％が

非化石燃料によるものです。 
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インドにおける再生可能エネルギーの設備容量   

太陽光 風力 水力 バイオマス 原子力 

48.55 GW 40.03 GW 51.34 GW 10.62 GW 6.78 GW 

(引用)インド政府資料 

 

Ministry of New and Renewable Energy によると、インドは下記の目標を掲げています。 

・2030 年までに再生可能エネルギー容量を 500GW に増やす 

・エネルギー需要の 50％を自然エネルギーでまかなう 

・2030 年までに累積排出量を 10 億トン削減する 

 インド政府は排ガス規制、発電機の使用規制などによる環境に配慮した規制を打ち出してきましたが今後も続くこと

が予想されます。 

 

Fair Consulting India Pvt. Ltd. 

Unit No.138, 139 & 140 , 1st Floor, JMD Mega Polis, Sector 48, Sohna Road, Gurgaon, 

Haryana 122-002 INDIA  

Tel：+91 124 410 2637 

岩瀬 雄一（日本国公認会計士）y.iwase@faircongrp.com  

遠藤 衛（日本国弁護士）m.endo@faircongrp.com   

 

 

 インドネシア    

1. 社員が納税すべき現物支給に関する政府規則 2023 年 第 55 号 『PP 55』 

 政府は、2021 年法律 第 7 号 「国税規則調和法案」（HPP）の実行規則である 2022 年 政府規則（PP）

第 55 号により、社員所得税 第 21 条の計算を正式に変更した。 

 

労働または役務に関して享受または取得した現物支給（BIK）は、いくつかの規定によって評価されると説明されて

いる。現物支給に関する評価は、市場価値に基づくものである。また、現物支給の評価・算定手続きに関する規定に

ついては、省令でさらに規定される予定。所得税対象外される現物支給の種類を 5 つ分析されている。 

- 全社員に対する食品、食料品、飲料または飲料材料。当該のものは、雇用主が職場で一定額の基準値が

あるものなど、提供する食事、移動勤務者のためのフードスタンプ、食料品が含まれる。 

mailto:y.iwase@faircongrp.com
mailto:m.endo@faircongrp.com
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- 特定の地域適用される現物支給。特定の地域とは、経済的な潜在力はあるものの、より経済的なインフラを

必要とし、公共交通機関でのアクセスが困難な地域。この特定の地域の現物支給という形には、労働者とそ

の家族のための住宅施設、医療サービス、教育、礼拝、交通、特定のスポーツなどが含まれる。 

- 労働者の安全、健康、警備の枠内で雇用主が提供しなければならない現物支給。制服、労働安全のため

の設備、従業員の送迎施設、乗務員の宿泊施設、風土病や大流行、国家的災害に対応するための設備

などが含まれる。 

- 国家予算（APBN）或いは地方予算（APBD）から調達または融資された現物支給。前規則と同様に、

国家・地方予算で提供するものは所得税対象外。 

- 特定の種類および・または制限のある現物支給。この場合、政府は、当該政府規則で、所得税の対象、また

は除外される制限値に関してまだ規定しない。 

 

雇用者または現物支給の提供者は、所得税法の規定に従って、所得税を徴収する義務がある。当該現物支給の

税務処理に関する規定が以下のとおりに適用される。 

- 2022 年 1 月 1 日以前に開始する 2022 年会計年度を実施する雇用者または現物支給の提供者には、

現物支給の税務処理は 2022 年 1 月 1 日に有効とする。  

- 2022 年 1 月 1 日以降から開始する 2022 年の会計年度を実施する雇用者又は現物支給の提供者には

2022 年の会計年度が開始してから徴収する義務がある。 

 

雇用者または現物支給の提供者に対する所得税の源泉徴収と確定申告に関する規定は、第 30 条による雇用者

または現物支給の提供者に対する所得税の源泉徴収義務は、2023 年 1 月 1 日から適用されるものとする。現物支

給という形の収入に対する源泉税は徴収されないものについては、納税者は2022 年度の確定申告で自ら計算し、納

付しなければならない。 

 

2. 経済ニュース 

【インドネシア中銀、政策金利を 5.75％に引き上げ】  

インドネシア中央銀行は、インフレ抑制のため、BI7 日物リバースレポ金利の基準金利を 5.75%に 25bp 引き上げ

た。この引き上げは、米国などの先進国から欧州連合加盟国までの中央銀行の政策に沿ったものである。2022 年 8

月以降の最大 225bp の累積金利引き上げは、コア・インフレと消費者インフレが目標通りになるようにするために十分

なものである。コア・インフレ率は年率 3.36％を記録し、中銀の予測値である年率 4.61％を大幅に下回る結果となっ

た。 

同様に、2022 年の消費者物価指数（CPI）インフレ率は 5.51％を記録し、コンセンサス予想の 6.5％を大きく

下回る。しかし、2023 年の世界経済情勢は、地政学的緊張や不確実性、完全に終わっていないコロナ禍の影響など

により、依然としてリスクと課題に直面することになる。 
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インドネシア銀行によると、2023 年の世界経済成長率の見通しを、前回予想の 2.6％から 2.3％に引き下げた。

一方、世界的なインフレ圧力は緩和され始めているものの、世界的なエネルギー・食糧価格の高騰、サプライチェーンの

混乱の継続、欧米の労働市場の逼迫などにより、依然として高水準にある。このような状況に対応するため、各国は金

融政策を採用し、インドネシアも含む途上国にも影響を及ぼした。しかし、インドネシアの経済状況は、他のいくつかの国

と比べても、比較的堅調に推移しています。ペリーワルジョヨ総裁は、2023 年のインドネシアの経済成長率が 4.5〜

5.3％の中間値に達すると予測していることを強調した。 

 

【2022 年の投資実現額、目標超えの 106%】  

投資調整省（BKPM）によれば、2022 年はジョコウィ大統領が定めた IDR1,200 兆の目標を超え、投資実績が

IDR1,207.2 兆。雇用創出は 1305,001 万人。 

詳しく見ると、2022 年 1 月から 12 月までの投資実績の達成率は目標の 100.6%に達し、2021 年の達成率

IDR 901 兆 200 億と比較して 34%の伸びを示した。投資実績総額は、外投資（PMA）が IDR654.4 兆（投

資実績総額の 54.2%）。残りの国内投資（PMDN）は IDR552.8 兆ルピア（45.8%）。年率ベース（YoY）

では、FDI が 44.2％増であるのに対し、PMDN は 23.6％増。2022 年までの投資実績は、卑金属産業、金属製

品、機械設備、鉱業、輸送・倉庫・通信、住宅・工業・オフィスエリア、化学・医薬産業の主要 5 分野に分散されてい

る。また、西ジャワ、ジャカルタ、中央スラウェシ、東ジャワ、リアウに広まっている。インドネシアに最も多く投資している上

位 5 カ国は、シンガポール、中国、香港、日本、マレーシア。 

 

【インドネシア、2023 年 6 月からボーキサイト鉱石の輸出を禁止】 

投資調整省は、インドネシア政府が国内での精錬・加工産業の発展を奨励するために、2023 年に未加工のボーキ

サイト鉱石の輸出を禁止する計画を発表した。予定どおり 2023 年 6 月から輸出を禁止し、国内のボーキサイト加工・

精製産業を奨励するとしている。 

 

PT FAIR CONSULTING INDONESIA 

16th Floor MidPlaza 1 Jl. Jend Sudirman Kav 10-11 Jakarta 10220 Indonesia 

TEL：+62-21-570-6215  

加藤 寛（日本国公認会計士）hi.kato@faircongrp.com 

Pahala Alexandra Lumbantoruan（Alex、コンサルタント）alexandra@faircongrp.com 

 

 

mailto:hi.kato@faircongrp.com
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 オーストラリア  

1. 新型コロナウイルス最新情報 

オーストラリアでの日々の感染者数は直近（1 月 17 日時点）で 4,308 人（直近 1 週間の感染者数の 1 日

当たり平均値）となり、昨年12月中旬をピークに直近は減少傾向が見られています（前週比で34.2％減少）。

内訳は、NSW 州 1,576 人、QLD 州 762 人、VIC 州 753 人などとなっています。 

COVID-19 cases and 7 day rolling average, 01 Jan 2022 to 17 Jan 2023 

 

（出所：Department of Health and Aged Care） 

 

2. オーストラリアにおける各種税務申告期限（2023 年） 

2023 年におけるオーストラリアでの各種税務申告期限は以下の通りです。 

項目 課税期間 申告期限 

法人税 

CTR: Company Tax 

Return 

2022 年 7 月 1 日〜2023 年

6 月 30 日 

・ ATO（オーストラリア国税

庁）に申請することでその

他の決算期の採用も可能 

・ 6 月決算会社の場合は通常 2024 年 1 月

31 日 

・ 6 月以外の決算期を採用している場合は、

課税期間終了後 7 ヶ月目の 15 日（例え

ば、2023 年 3 月 31 日終了年度であれば
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2023 年 10 月 15 日） 

フリンジベネフィット税 

FBT: Fringe Benefit Tax 

2022 年 4 月 1 日〜2023 年

3 月 31 日 

・ 2023 年 5 月 22 日（5 月 21 日が日曜

日のため） 

・ 会計事務所等の Tax Agent を利用する場

合かつ電子申告の場合は 2023 年 6 月 26

日（6 月 25 日が日曜日のため） 

個人所得税 

ITR: Individual Tax 

Return 

2022 年 7 月 1 日〜2023 年

6 月 30 日 

・ 2023 年 10 月 31 日 

・ 会計事務所等の Tax Agent を利用する場

合は 2024 年 5 月 15 日 

消費税 

GST: Goods and 

Services Tax 

・ 毎月（年間売上高 20 百

万豪ドル以上） 

または 

・ 四半期（年間売上高 20

百万豪ドル未満） 

・ 毎月納付の場合：翌月 21 日 

・ 四半期納付の場合：翌々月 25 日 

※BAS（Business Activity Statement）の

フォームにて申告 

給与税（州税） 

Payroll Tax 

2022 年 7 月 1 日〜2023 年

6 月 30 日 

2023 年 7 月 21 日または 27 日 

（州によって異なる） 

（注）一部は昨年度と同様の取扱いであることを前提とした場合の申告期限を記載しています。 

 

 

Fair Consulting Australia Pty Ltd. 

Level 31, 120 Collins Street, Melbourne VIC 3000 Australia 

Tel：+61 3 9225 5013 

讃岐 修治（豪州公認会計士）sh.sanuki@faircongrp.com 

鳥居 裕司（日本国公認会計士/米国公認会計士/豪州・ニュージーランド国勅許会計士） 

hi.torii@faircongrp.com  
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 シンガポール 

1. 人員整理における留意点について 

シンガポールでは、リストラクチャリングの一環から人員整理を伴う事業の見直しが行われるケースがあります。その場

合、Employment Act やその他各種ガイドライン等に従って適切に実施することが求められており、一般的には以下

の手順で実施することになります。 

No. 内容 

1 
人員整理の対象となる従業員に対して、「人員整理が必要となる理由」や「その実施方法」、支援策に

関する説明 

2 雇用契約の終了に関するレターの提示 

3 人材省（MOM：Ministry of Manpower）への解雇通知の提出（通知後５営業日以内） 

4 解雇日までの給与等の支払 

 

解雇通知の期間は雇用契約に従って実施する必要がありますが、ガイドラインでは企業が１ヶ月以上のより長い通

知期間を提供することを推奨しているため、可能な限りこれに沿った対応をしていく必要があります。また、2021 年 11

月から、10 名以上の従業員を雇用する企業は、MOM に通知することが義務付けられており、通知後 5 営業日以内

に行わなければなりません。 

 

また、解雇手当については、契約上の規定がない限りは、従業員との交渉によりますが、従業員は Tripartite 

Alliance for Dispute Management に対して調停の申し立てが可能であるため、企業としては従業員へ説明をし

たうえで、双方が納得する形で進める必要があります。 

 

 

Fair Consulting Singapore Pte. Ltd. 

8 Temasek Boulevard #35-02A Suntec Tower Three, Singapore                  

TEL：+ 65 6338 3180 

道中 泰雄（日本国公認会計士/公認内部監査人）ya.michinaka@faircongrp.com 

伊藤 潤哉（日本国公認会計士）ju.ito@faircongrp.com 

 

 

 

mailto:ya.michinaka@faircongrp.com
mailto:ju.ito@faircongrp.com
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 タイ   

1. 2023 年 個人所得税の追加控除 

2022 年 12 月 22 日に財務省令が公布され、2023 年度の個人消費に基づく個人所得税の追加控除が発表さ

れました。詳細は以下となります。 

 

2023 年 1 月 1 日から 2023 年 2 月 15 日までの間に、VAT 事業者から物品及びサービスの購入をおこなった場

合、30,000THB（条件によっては 40,000THB）を上限として、個人所得税計算における追加控除が認められま

す。 

但し、購入先 VAT 事業者が発行した納税者個人 Tax ID、納税者名、及び住所記載の紙または電子のタックスイ

ンボイスを取得することが要件となります。 

通常のタックスインボイス（Normal Tax Invoice）で申請した場合の所得控除額は 30,000THB が上限となり

ますが、電子タックスインボイス（E-tax Invoice, E-receipt）で申請の場合は 40,000 THB までが上限となります。 

 

また、当該個人消費の対象について、以下の品目は除外されます。 

① アルコール 

② タバコ 

③ 車、二輪車、ボート 

④ 新聞、雑誌 

⑤ 新聞、雑誌の電子購読に係るサービス料 

⑥ ツアー会社、旅行代理店等に支払われるアレンジメント費用 

⑦ ホテル宿泊代 

⑧ 水道光熱費、および通信費（電話、インターネット等） 

⑨ 対象期間内に使用が完了しないサービス（サブスクリプション等） 

⑩ 保険料（生命保険、医療保険、車両保険等） 

⑪ VAT がかからない物品及びサービス（医療費等） 

 

当該財務省令は、個人消費を促すこと、及び VAT 事業者からの購入を対象にすることにより、VAT 事業者登録を

進めることを目的としていると考えられます。また 2023 年度から電子タックスインボイスでの追加控除が加わり、電子タッ

クスインボイスへの対応が促されていると捉えられます。 

 

(歳入局公表 財務省令 No.386 - 2022) 

https://www.rd.go.th/fileadmin/user_upload/kormor/newlaw/mr386.PDF 

https://www.rd.go.th/fileadmin/user_upload/kormor/newlaw/mr386.PDF
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2. 国別報告書（Country-by-Country Report “CbCR”）オンライン通知義務について 

 2021 年 1 月以降に開始した会計年度につき、タイでも国別報告書（Country-by-Country Report “CbCR”）

が導入されています。これに加えて、オンラインでの CbCR 通知義務も導入されています。 

 

年間連結グループ売上高が 280 百万タイバーツ（日本税務上は 1,000 億円）以上の多国籍企業は、全世界

の連結子会社の情報が記載された国別報告書を最終親会社所在地国の国税庁へ提出することが義務付けられてい

ます。最終親会社から提出された国別報告書は、自動的情報交換の制度を通じて各国の税務当局に共有される仕

組みとなっています。 

 

ただし、国別報告書に関する自動交換を行うための権限がある当局多国間合意（MCAA CbCR）に調印してい

ない国は、自国の子会社に国別報告書の提出を求めることが認容されています。タイおよび日本はこの MCAA CbCR

に調印している為、他の加盟国間の情報交換が可能となっています。 

 

国別報告書提出義務のある日本企業は、日本の国税庁に国別報告書を提出し、日本の国税庁からタイ歳入局

に国別報告書が提示される事となります。したがって、同日本企業グループのタイ子会社はタイ歳入局へ国別報告書を

提出する必要ありませんが、事業年度末から 12 カ月以内に、CbCR ポータルサイトを通じて以下内容を通知する義

務があります。 

⚫ 最終親会社名 

⚫ 最終親会社所在国 

⚫ 最終親会社 NID 

⚫ 最終親会社決算期 

⚫ 国別報告書通達義務のある多国籍企業グループのうち、タイに所在する事業体の一覧表 

⚫ 自社の連絡先 

 

同一日本企業グループに属する子会社がタイに複数社所在する場合は、国別報告書通知を行う代表一社を選び、

その代表タイ子会社が通知を行う事で足りるとされています。 

 

(歳入局公表 歳入局長通達 No.419 （オンライン通知義務について）) 

https://www.rd.go.th/fileadmin/user_upload/kormor/newlaw/dg419.pdf 

 

(CbCR ポータルサイト) 

https://cbcr.rd.go.th/aeoi 

 

https://www.rd.go.th/fileadmin/user_upload/kormor/newlaw/dg419.pdf
https://cbcr.rd.go.th/aeoi
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Fair Consulting (Thailand) Co., Ltd. 

18th Floor, 29 Bangkok Business Center, Soi Sukhumvit 63 (Ekkamai), Sukhumvit Road, 

Klongton Nuae, Wattana, Bangkok, 10110 Thailand 

Tel：+ 66 2 726 9772 

子田 俊之 (日本国公認会計士) to.kota@faircongrp.com 

 

 

 ニュージーランド  

1. アーダーン首相、辞任表明 

 2023 年 1 月 19 日、ニュージーランドのアーダーン首相（Jacinda Ardern）が記者会見で、今年の 2 月 7 日ま

でに辞任すると表明しました。今年の 10 月 14 日に予定されている総選挙日までの後任については、引き続き労働

党のクリス ヒップキン氏（Chris Hipkin）が首相に就任予定です。 

アーダーン首相が 2017 年 10 月に首相に就任して以降、労働党政権の主な政策と実績について、経済政策を中

心に振り返ると以下となります。 

最低賃金の引き上げ 

2017 年の就任前まで、ニュージーランドの最低賃金は、毎年 25 セント〜50 セントずつのペースで引き上げられて

いましたが、就任後、毎年 75 セント〜1 ドル 20 セントのペースで引き上げられ、現在は NZD21.20/時間

（1NZD=84 円の為替レートで 1,780 円相当/時間）となっております（2016 年の最低賃金は、NZD16.50/

時間）。 

ガソリン税の導入 

ニュージーランド国内の道路整備や、交通機関の改善プロジェクトに充てる収入の確保を目的とし、2018 年、1 リッ

トルあたり 92 セントのガソリン税が導入されました。その後、インフレの影響により、現在は一時的に 1 リットルあたり 25

セント減税されていますが、政府は今年の 3 月までに減税制度を解消すると表明しました。 

インフラ整備への投資 

鉄道、オークランド市内の地下鉄の建設、病院・学校の改築工事、サプライチェーンセクターの二酸化炭素削減を支

援するための資金援助など、インフラ整備への投資を積極的に行い、直近の 2022 年度の予算案では、2025 年まで

に NZD619 億ドル（1NZD=84 円の為替レートで 5 兆 2400 億円相当）追加投資を行うことを発表しています。 

 

mailto:to.kota@faircongrp.com
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Zero Carbon Act 法案設立 

2019 年 5 月、気候変動対策として、2050 年までにニュージーランド国内の二酸化炭素排出量をゼロにすることを

目的とした法案が設立・可決されました。その一環として、自動車の二酸化炭素の排出量を制限するため、自動車を

ニュージーランドへ輸入する際、排出ガス基準を満たしていることが条件となりました（Clean Car Programme）。ま

た、エコカーの購入に対する補助金制度も導入されました。 

銃規制 

2019 年 3 月のクライストチャーチテロ事件以降、銃の売買の規制をより一層厳しくするとともに、ほぼ全ての自動式

散弾銃の売買・使用が禁止となりました。テロ事件から 6 日後に法案が可決となりました。 

Fair Consulting New Zealand Limited 

Level 33, 23-29 Albert Street, Auckland, New Zealand 1010 

Tel：+64 9 985 5614 

花本 聡子（準オーストラリア国・ニュージーランド国勅許会計士）sa.hanamoto@faircongrp.com 

 

 

 フィリピン  

1. フィリピン移民局への年次報告 

移民局アドバイザリーNO.004-2022 により、2023 年の移民局への年次報告(Annual Report)の提出について

2023 年 3 月 1 日までに行わなければならないと発表された。本年次報告は、フィリピン移民法により、フィリピンに長

期滞在し外国人登録カード(ACR I- Card: Alien Certificate of Registration Identity Card)を保有している

外国人に毎年提出が義務付けられている。 

昨年までは新型コロナウイルス感染症の影響により、本人出頭が免除されていたが、今年は下記条件を満たす外国

人以外は本人出頭が必要となるためご留意いただきたい。 

 

＜本人出頭の免除対象者＞ 

A) 14 歳未満の方 

B) 60 歳以上の方 

C) 心身障害者手帳（PWD-ID: Persons With Disability Identification Card）を保有している方 

D) 妊婦及び体調の悪い方（主治医または入院している病院が発行した診断書が必要） 

 

※まだ更新が済んでいない方やご不明な点等がある場合は、後述の問い合わせ先にご連絡ください。 

mailto:sa.hanamoto@faircongrp.com
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2. ORUS(ONLINE REGISTRATION AND UPDATE SYSTEM)の運用開始 

内国歳入庁(BIR: BUREAU OF INTERNAL REVENUE)は、歳入覚書回状(RMC: REVENUE MEMORANDUM 

CIRCULAR)NO. 153-2022 において、手続き別の ORUS(ONLINE REGISTRATION AND UPDATE SYSTEM)の適用

開始時期に関する通知を公表した。 

ORUS とは、従来 BIR のオフィスに訪問して行わなければならなかった各種手続きがウェブベースで完結できるように

なった、BIR が公表したシステムである。ORUS の利用には同システムにてアカウントを作成する必要があり、アカウント

作成には EMAIL アドレス等の登録が必要となる。 

また、従来 BIR の窓口で対応していた全ての手続きが ORUS にて完結するわけではなく、同じ手続きでも所管する

BIR の事務所(RDO：REGIONAL DISTRICT OFFICES)によって、ORUS で完結するものと従来通り RDO の窓口で

対応する必要がある(例：外国人への納税者番号(TAX IDENTIFICATION NUMBER)の発行は 2022 年 12 月 12

日以降 ORUS で完結する)。ORUS で完結するその他の手続きについては、通達の本文を参照のこと。 

 

3. 日本人駐在員の確定申告について 

 フィリピンにおける個人所得税は、12 月締め翌年 4 月 15 日までに BIR Form 1700 によって申告・納税が求めら

れている(課税所得が給与所得のみの駐在員に限る)。 

駐在員の給与について、その全額がフィリピン法人で負担されている場合は毎月の源泉徴収にて申告・納税が行わ

れており年始において確定申告対応は不要であるが、一部の給与費用を日本法人等フィリピン国外の会社が負担し

ている(≒給与費用として計上している)場合、その給与費用はフィリピン国内で源泉徴収ができないため Form 1700

による申告・納税をしなければフィリピンで納税することができず、これを放置していると脱税として BIR から指摘を受ける

可能性がある。 

昨今の BIR の徴税強化の風潮を鑑みると、いつ BIR が個人所得税の未納付額に目を付けてもおかしくはないと思

われるため、上記に該当する場合は速やかに会社として対応方針を検討する必要がある。 

 

※確定申告の要否を含め、ご不明な点がある場合は後述のお問い合わせ先にご連絡ください。 

 

4. 給与に関する源泉徴収税率の変更 

共和国法第 10963 号(いわゆる TRAIN 法)において改正された新しい給与に関する源泉徴収税率が 2023 年

1 月 1 日より以下の通りに適用されているため、2023 年 1 月度以降計算時に留意する必要がある。 

なお、SSS への拠出額についても計算式が 1 月より更新されているため(下記 5.の通達参照)、給与計算を行う際

は合わせて留意いただきたい。 
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課税所得 税額 

0〜25 万ペソ以下 0% 

25 万ペソ超〜40 万ペソ以下 25 万ペソ超部分に対して 15% 

40 万ペソ超〜80 万ペソ以下 22,500 ペソ＋40 万ペソ超部分に対して 20% 

80 万ペソ超〜2 百万ペソ以下 102,500 ペソ+80 万ペソ超部分に対して 25% 

2 百万ペソ超〜8 百万ペソ以下 402,500 ペソ+2 百万ペソ超部分に対して 30% 

8 百万ペソ超〜 2,202,500 ペソ+8 百万ペソ超部分に対して 35% 

 

5. 12 月中に発表されている会計・税務等に関する主な内容 

発行日 発行元 通達番号 内容 

12 月 6 日 
証券取引委員会 

(SEC) 

通達 

No. 10-2022 

SEC への提出物へのペナルティーの増額に関

するガイドラインが公表された。 

12 月 13 日 
Social Security 

System (SSS) 

通達 

No. 2022-033 

2023 年 1 月申告分より SSS への拠出額

算出レートが変更となる。 

12 月 21 日 
証券取引委員会 

(SEC) 
通知 

2023 年 2 月 1 日より SEC へ手数料の支

払は、SEC 電子支払いシステム(ePAYSEC: 

Electronic System for Payments to 

the SEC)または LANDBANK でのみ受け

付けられる。 

 

【問い合わせ先】 

FAIR CONSULTING GROUP PHILIPPINES, INC. 

Unit 2103, 21F, Philippine Axa Life Centre, 1286 Sen.Gil Puyat Ave. corner Tindalo St., Makati 

City, Metro Manila, Philippines 1200  

TEL：+63-2-8832-5408 

杉山 陽祐（米国公認会計士・米国税理士）yo.sugiyama@faircongrp.com 

大久保 匠悟（日本公認会計士）sho.okubo@faircongrp.com 

渡邊 悠 ha.watanabe@faircongrp.com  

 

  

mailto:yo.sugiyama@faircongrp.com
mailto:sho.okubo@faircongrp.com
mailto:ha.watanabe@faircongrp.com
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 ベトナム  

1. みなし輸出入取引 

以下の例のように取引の商流と物流が異なる On the Spot Export/Import 取引（みなし輸出入取引）はベ

トナムで有効な取引とされます。 

 

（凡例） 

商流： 

物流： 

 

海外（日本） 

 

 

国内（ベトナム） 

 

 

① ベトナム企業 B は日本企業 A との売買契約に基づき日本企業 A へ商品を販売する。 

② 日本企業 A はベトナム企業 B との売買契約に基づき購買した商品をベトナム企業 C へ販売する。 

③ 商品はベトナム企業 B からベトナム企業 C へ直接納品する。 

 

 

日本企業 A はみなし輸出入の形でベトナム企業 C との契約に基づき商品を提供することにより所得を得る場合、外

国契約者税（FCT）が課税されます。 

 

A. 日本企業 

B. ベトナム企業 

（A の仕入先） 

C. ベトナム企業 

(A の販売先) 
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▪ ベトナム企業 C が商品を輸入した際に付加価値税（VAT）が課税される為、FCT のうち VAT は課税され

ません。 

▪ 契約金額（商品対価）に対する法人所得税（CIT）1%が課せられます。ベトナム企業 C は日本企業 A

に代わり申告・納税します。     

 

例:  

▪ 日本企業 A はベトナム企業 C と機械販売契約を締結。 

▪ 契約金額は 1,000,000 USD。 

▪ 日本企業 A がベトナム企業 B から機械を購入し、ベトナム企業 B からベトナム企業 C に引き渡されます。 

 

FCT は以下のように算定されます。 

1. 上記の契約金額が税込（VAT と CIT を含む）の場合 

   FCT：CIT = 1,000,000 x 1% = 10,000 USD 

 

2. 上記の契約金額が税抜（VAT と CIT を含まない）の場合 

CIT 課税売上 = 
1,000,000 USD 

= 1,010, 101 USD 
1 – 1% 

FCT：CIT = 1,010, 101 x 1% = 10,101 USD 

 

なお、2022 年 10 月 25 日付でタイニン省 Trang Bang 工業団地の税関から発行された通知書 No. 3140 

/TB-HQTB によると、以下の例のように海外企業がベトナムに資本関係のある会社、外国支店、駐在員事務所を

持つ場合にはみなし輸出入取引は認められないとの通達が出されました。 

これに対してこれまでの貿易活動が行えなくなったと税関に対して多くの企業が反発し、在ホーチミン韓国領事館は

今まで通りの貿易活動が行えるよう税関に対して要望を出しました。2022 年 12 月 19 日付で税関総局から韓国領

事館宛に書面で上記に対する回答がありました。当回答によるとベトナム国内に法人等がある企業が、海外決済でみ

なし通関を行う貿易活動は、ベトナムの法律に基づき、今まで通り行うことが可能とされています。 
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（凡例） 

商流： 

物流： 

 

海外（日本） 

 

 

 

国内（ベトナム） 

 

 

物流と商流の異なる取引を検討されている場合は、事前に専門家の意見を仰ぐことをお勧めします。 

 

Fair Consulting Vietnam Joint Stock Company 

■Hanoi Office  

3F, Leadvisors Place,41A Ly Thai To St, Hoan Kiem Dist., Hanoi 

TEL：+ 84 24 3974 4839 

石井 大輔 （日本国公認会計士）da.ishii@faircongrp.com 

 

■Ho Chi Minh Office  

Unit 7, 8th Floor, Riverbank Place, 3C Ton Duc Thang St, Ben Nghe 

Ward, District 1, Ho Chi Minh City, Vietnam 

TEL：+ 84 28 3910 1480 

藤原 裕美（豪州公認会計士）hi.fujiwara@faircongrp.com 

草野 航平 ko.kusano@faircongrp.com  

A. 日本企業 

（ベトナムに資本関係のある会社、日本法人の外国支

店、駐在員事務所が存在する） 

B. ベトナム企業 

（A の仕入先） 

C. ベトナム企業 

(A の販売先) 

mailto:da.ishii@faircongrp.com
mailto:hi.fujiwara@faircongrp.com
mailto:ko.kusano@faircongrp.com
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 マレーシア  

1. マレーシアの確定申告 

  マレーシアでは毎年 4 月末までに前年の給与など個人の収入について、個人の所得税（Individual Tax）の確

定申告を行なう必要があります。なお、電子申告の場合、15 日間の猶予期間が設けられています。 

間もなく 2022 年度の確定申告シーズンが到来しますので、3 つのポイントをご説明します。 

 

① 居住者判定 

居住者か非居住者によって適用される税率が異なります。居住者の場合は 1%~30%までの累進税率が適

用され、非居住者の場合は一律 30%の税率が適用されます。 

 

以下のいずれかに該当する者が、マレーシアの居住者となります。 

⚫ 暦年（1 月〜12 月）で 182 日以上マレーシア国内に滞在する者 

⚫ その暦年での滞在期間は 182 日未満であるが、前年または翌年に関連して連続かつ継続的に 182 日以

上滞在している場合 

⚫ その暦年で 90 日以上マレーシアに滞在し、かつ直前の 4 暦年のうち 3 暦年に 90 日以上マレーシアに滞

在している、またはマレーシアの居住者である場合 

⚫ その暦年の直前の 3 暦年において、マレーシアの居住者である場合で、その暦年の翌年も居住者と認定さ

れる場合 

 

② 給与所得の対象に含めるもの 

会社から支給を受ける給与・賞与の他に、現物給付についても給与所得に該当しますので、税金計算に含め

る必要があります。現物給付の例として、会社が負担する家賃、車の貸与費用、通勤手当、マレーシアの税金、

学校の授業料などがあります。 
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③ 所得控除 

居住者に該当する場合、以下のような所得控除の適用を受けることができます。 

所得控除の種類（2022 年度） 金額（RM） 

基礎控除（納税者本人） 9,000 

配偶者控除（配偶者が申告しない場合） 4,000 

子供の扶養控除（18 歳未満） 2,000/1 人 

未婚の子供の扶養控除（18 歳以上で大学などの高等教育を受ける場合） 8,000/1 人 

重い病気に係る医療費、不妊治療費、RM1,000 までの健康診断費用等 8,000 まで 

生命保険 3,000 まで 

教育及び医療保険 3,000 まで 

ライフスタイル控除(コンピュータ、スポーツ器具、インターネット契約料等) 2,500 まで 

追加のライフスタイル控除(2022 年中に購入した PC、スマートフォン等) 2,500 まで 

追加のライフスタイル控除(スポーツ関連費用に対する追加控除) 500 まで 

6 歳までの子供に係るチャイルドケアセンター及び幼稚園への授業料 3,000 まで 

国内観光関連支出に対する控除 1,000 まで 

 

Fair Consulting Malaysia Sdn. Bhd. 

Suite 2B-2-1, Level 2, Tower 2B, Plaza Sentral, Jalan Stesen Sentral 5, 

50470 Kuala Lumpur, Malaysia   

TEL：+ 60 3 2742 7790 

青木 貴宣 (日本国税理士) ta.aoki@faircongrp.com 

松本 健太朗（日本国公認会計士）ke.matsumoto@faircongrp.com  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:ta.aoki@faircongrp.com
mailto:ke.matsumoto@faircongrp.com
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【本ニュースレターおよび、弊社サービス全般に関するお問い合わせ先】 

株式会社フェアコンサルティング https://www.faircongrp.com/  

〒104-0045 東京都中央区築地一丁目 12-22 コンワビル 7 階 

TEL：+81-3-3541-6863 

Global RM 部 grm@faircongrp.com 

 

YouTube チャンネルでも、情報発信しています 

https://www.youtube.com/c/FairConsultingGroup 

 
 

「FCGニュースレター 東南アジア・インド・オセアニア」の内容の無断での転載、再配信、掲示板の掲載等はお断りいたします。 

「FCGニュースレター東南アジア・インド・オセアニア」で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用ください。 

フェアコンサルティンググループでは、できる限り正確な情報の提供を心掛けておりますが、「FCGニュースレター東南アジア・インド・オセアニア」で提供し

た内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、フェアコンサルティンググループ及び執筆者は一切の責任を負いかねます

ので、ご了承ください。 

https://www.faircongrp.com/
mailto:grm@faircongrp.com
https://www.youtube.com/c/FairConsultingGroup

